
 

 

 

 

 

 

 

 

リサイクル燃料備蓄センター 

設計及び工事の計画の変更認可申請書 

 

 

 

補正の概要について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年５月 

リサイクル燃料貯蔵株式会社  

 

リサイクル燃料備蓄センター設工認 

設 2－参－004 

2022 年 5月 13 日 

 



 

目-1 

目次 

 

1． 概要  ·································································· 1 

2. 補正の方針 ···························································· 1 

3. 補正に係る説明 ························································ 2 

4. 各設備等の補正方針 ···················································· 3 

4.1 使用済燃料の臨界防止について ······································· 3 

4.2 使用済燃料の閉じ込めについて ······································· 4 

4.3 使用済燃料の除熱について ··········································· 6 

4.4 放射線による被ばくの防止について ··································· 8 

4.5 金属キャスクへの使用済燃料の収納と搬出への備えについて ············ 13 

4.6 使用済燃料の受入施設（搬送設備及び受入設備）について ·············· 14 

4.7 計測制御系統施設について ·········································· 17 

4.8 汚染の拡大防止 ····················································· 21 

4.9 放射線管理施設について ············································ 23 

4.10 使用済燃料貯蔵施設の耐震性について ································ 29 

4.11 自然現象について ·················································· 41 

4.12 安全機能を有する施設について ····································· 44 

4.13 通信連絡設備について ············································· 46 

4.14 工事の方法（金属キャスク以外の設備） ····························· 51 

4.15 変更理由等の記載について ········································· 53 

 



 

1 

１．概要 

これまでの審査会合等を踏まえて，設工認申請書に関して，追加記載が必要な箇所,

余分な記載がある箇所，修正すべき点について，今後，補正を行う。 

本資料では，その補正内容について概要を述べる。 

 

２．補正の方針 

 補正内容は次のとおり分類される。 

  Ａ．コメント対応 

 A-1. 審査会合でのコメントへの対応 

  ・次の６項目である。 

     →(A-1-1)液状化の検討について追記 

       →(A-1-2)申請対象設備の抽出について再確認し，抽出漏れがないことの説 

明を追記 

     →(A-1-3)事業所外運搬との責任分界点を明確にするため，原子炉設置者 

との取り合いを追記 

       →(A-1-4)使用済燃料貯蔵建屋の最大貯蔵能力(約 3,000t)を追記 

       →(A-1-5)計算機プログラムの説明(竜巻関係)を追記 

       →(A-1-6)受入施設の空気圧縮機のパッケージ機器の付属機器の記載を削除 

 A-2. ヒアリングでのコメントへの対応…No.は当社コメントリストにおける番号 

  ・ヒアリングでのコメントへの対応 

     →(A-2-1)コメント回答（文書）にて回答し，了承を得た案件 

        No.1214-06 

    No.0113-20,21,22,23,25,27 

        No.0209-16,17,18,21,22,23,26,30,32,33,35,37,38,41,42,43,44, 

            -45,46,56,63,69,78,81,84,85,86,89,90,91,92 

        No.0309-04,06,09,10,16,17,23,24,25 

     →(A-2-2)口頭又は補足説明資料にて回答し，了承を得た案件 

        No.1206-07,0113-14 

     →(A-2-3)口頭にて回答し，了承を得た案件(コメントリストにないもの) 

     →(A-2-4)申請書の体裁等に係る案件 

    No.1206-02 

No.0331-01,02,03,04 
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Ｂ．当社検討に基づく補正 

・ヒアリングでの議論や当社での検討を経て補正するもので，コメント回答等 

による確認を得ていない案件 

 B-1. 方針や考え方を変更するもの 

 B-2. 説明が不十分と考えられることから，記載を変更するもの 

 B-3. 記載の整合，用語修正，誤字・誤記訂正等 

 

３．補正に係る説明 

   本資料では，A-2-4,B-1,B-2 及び A-1 の一部について，設備等毎に補正内容の説明

を行う。 

なお，A-2-1,A-2-2,A-2-3 については，コメント回答等で補正内容を説明済である

ことから，本資料では説明を省いている。 
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４.各設備等の補正方針（「別添Ⅰ」は，申請書の別添Ⅰを示す。「添付」等も同様） 

4.1 使用済燃料の臨界防止について 

（B-2） 

① 第 3 表 臨界解析条件へのボロン密度の追記。 

 

 

変更後の具体例を以下に示す。 

 

添付 1－1－1 使用済燃料が臨界に達しないことに関する説明書 

（ＢＷＲ用大型キャスク（タイプ２Ａ）） 

（PDF639） 

 
 
 
 
 

  

(B-2)-① 
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4.2 使用済燃料の閉じ込めについて 

（B-2） 

 ① 閉じ込めの検査に用いるリークチェック孔の説明及び図面を追記。 

 

 

 

変更後の具体例を以下に示す。 

 

添付 2－1－1 金属キャスクの閉じ込めの機能に関する説明書 

（ＢＷＲ用大型キャスク(タイプ２Ａ)） 

（PDF671） 

2. 閉じ込め設計 

金属キャスクの閉じ込め構造を第 1 図に，シール部詳細を第 2 図に，金属ガスケッ

ト構造を第 3 図に，蓋間圧力の監視系統の構成を第 4 図に示す。 

なお，設計貯蔵期間を通じて金属ガスケットが使用済燃料を収納する空間を負圧に

維持するための性能を有することを確認できるよう，蓋及び蓋貫通孔のシール部には

リークチェック孔を設ける。 (B-2)-① 
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（PDF674） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第 2 図 金属キャスクのシール部詳細 (B-2)-① 
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4.3 使用済燃料の除熱について 

（B-2） 

① 構造計算を行う新型 8×8 ジルコニウムライナ燃料の部位毎の除熱解析結果を追記。 

 

 

 

変更後の具体例を以下に示す。 

 

添付 3－1－1 金属キャスクの除熱に関する説明書 

（ＢＷＲ用大型キャスク(タイプ２Ａ)） 

（PDF721） 

 

 

 

  

(B-2)-① 

(B-2)-① 
(B-2)-① 
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(PDF725)  

 

 

 

 

 

  

(B-2)-① 
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4.4 放射線による被ばくの防止について 

（B-2） 

① 断面積ライブラリ MATXSLIB-J33 による評価結果の追記。 

② 直接線及びスカイシャイン線の評価で考慮している遮蔽材への遮蔽扉（仕様）の追記。 

③ 放射線漏えいの低減措置の位置づけの説明を追記。 
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変更後の具体例を以下に示す。 

 

添付 4－1－1 金属キャスクの放射線の遮蔽に関する説明書 

（ＢＷＲ用大型キャスク(タイプ２Ａ)） 

 

（PDF825） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(B-2)-① 
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（PDF826） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(B-2)-① 
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（PDF828） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(B-2)-② 
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(PDF863) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(B-2)-③ 
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4.5 金属キャスクへの使用済燃料の収納と搬出への備えについて 

(B-2) 

① キャスク及び付属設備は最初の設置で使用前確認証の交付を受け，以後については

使用前事業者検査で運用することの工事の方法への追記。 

② 施設が金属キャスクを受け入れ可能であることの工事の方法への追記。 

 

 

 

変更後の具体例を以下に示す。 

 

別添Ⅲ ２ 工事の方法（金属キャスク） 

（PDF188） 

本別添資料は，使用済燃料貯蔵設備本体を構成する設備のうち金属キャスクの工事の方

法について示すものである。 

金属キャスクの工事の方法として，別添Ⅱに示す主な法令，規格及び基準に準拠し，事業

の変更許可を受けた事項及び「使用済燃料貯蔵施設の技術基準に関する規則」（以下「技術

基準規則」という。）の要求事項に適合するための設計（基本設計方針及び設計仕様）に従

い実施する工事の手順と，それら設計や工事の手順に従い工事が行われたことを確認する

使用前事業者検査の方法を以下に示す。計測制御系施設のうち金属キャスクに取り付ける

蓋間圧力検出器や表面温度検出器については，以下に示す工事の手順や使用前事業者検査

の方法に合わせて必要な工事及び検査を行う。 

なお，金属キャスクの使用前事業者検査を行うため，金属キャスクを除く基本的安全機能

を確保する上で必要な施設及びその他の安全機能を有する施設（蓋間圧力検出器や表面温

度検出器を除く。）については，金属キャスクをリサイクル燃料備蓄センターに搬入する前

に検査を行う。 (B-2)-② 

 

 

 

（PDF202） 

3． 工事上の留意事項 

ｋ．金属キャスク，貯蔵架台，蓋間圧力検出器及び表面温度検出器は，使用前確認を受け

たものと同一設計仕様の場合は，規則第 8 条第 5 号により，使用前事業者検査を行

い判定基準を満足することを確認した後使用する。 (B-2)-① 
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4.6 使用済燃料の受入施設（搬送設備及び受入設備）について 

(B-2)  

①遮蔽扉（機器搬出入口）は通常，閉運用とすることから，搬送台車の仮想的大規模

津波の水流に対する評価は行わない旨を記載（添付 11－2）            

②遮蔽扉（機器搬出入口）を開とする時間は必要最小限とすることを保安規定に定め

運用する旨を記載（添付 11－2） 

③搬送台車の限界加速度を記載（添付 11－2） 

④加振台の水平加速度に対する金属キャスク上部の水平加速度の比が小さくなるこ

とを確認している旨を記載（添付 11－2） 

⑤各地震動より求めた等価速度の最大値と転倒限界速度の比較を記載（添付 11－2） 
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受入施設（搬送設備及び受入設備）における具体的な補正内容を以下に示す。 

 

添付書類３ 添付 11－2 搬送台車の金属キャスクの取扱いに関する説明書 

（PDF 2478～2479） 

 

2．設計方針 

使用済燃料貯蔵施設には，金属キャスクの搬入，貯蔵，検査及び搬出に係る金属キャス

クの移送及び取扱いに対して，基本的安全機能を確保できる使用済燃料の受入施設を設け

る。 

搬送台車は，使用済燃料を収納した金属キャスクを固定した貯蔵架台を圧縮空気により

浮上させ，床面との摩擦力を低減して受入れ区域から貯蔵区域の貯蔵指定場所まで金属キ

ャスクを搬送する設備である。 

搬送台車による，金属キャスクの移送及び取扱いに対して手順を定め，金属キャスク単

独及び金属キャスク相互の衝突防止対策並びに転倒防止対策を講ずる設計とする。 

(1) 金属キャスクの移送及び取扱い 

a．転倒防止対策 

(a) 搬送台車による移送及び取扱い 

ⅰ 搬送台車は，電源喪失時や空気圧縮機の停止により動力源である圧縮空気の

供給が停止した場合には，金属キャスクを着床させ衝突を防止する。 

ⅱ 搬送台車は障害物との接触を検知する装置を設け，衝突を防止する。また，操

作員及び補助員による緊急停止機構を設ける。 

ⅲ 貯蔵架台は転倒しない寸法に設計する。 

ｂ．金属キャスク単独及び金属キャスク相互の衝突防止対策 

(a) 搬送台車による移送及び取扱い 

ⅰ 搬送台車は，電源喪失時や空気圧縮機の停止により動力源である圧縮空気の

供給が停止した場合には，金属キャスクを着床させ衝突を防止する。 

ⅱ 搬送台車には障害物との接触を検知する装置を設け，衝突を防止する。また，

操作員及び補助員による緊急停止機構を設ける。 

ⅲ 金属キャスクは，貯蔵期間中に操作員の単一の誤操作により発生すると予想

される貯蔵架台への衝突，金属キャスク取扱時の他の構造物及び機器との衝突

事象に対し，基本的安全機能を損なわない構造強度を有する設計とする。 

なお，遮蔽扉（機器搬出入口）は通常，閉運用とすることから，搬送台車の仮想的大規

模津波の水流に対する評価は行わない。（B-2）-①遮蔽扉（機器搬出入口）を開とする時

間は必要最小限とすることを保安規定に定め，運用する。（B-2）-② 
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3. 搬送台車の金属キャスクの取扱いについて 

3.1 搬送時における緊急停止等の影響 

搬送台車の緊急停止時の安定性確認試験(1)において，定格速度 10ｍ/分での直進走行

から緊急停止したときの金属キャスク上部に発生する加速度の最大値は，装置進行方

向で 0.55ｍ/ｓ2（約 0.06Ｇ）であることを確認している。この加速度は，金属キャス

クの転倒限界加速度の 5.6ｍ/ｓ2より小さく，（B-2）-③基準地震動ＳＳによる床面の加

速度の 1/10 以下である。3.2 に示すとおり地震時に金属キャスクは転倒に至らないこ

とから，加速度の小さい本事象においても，転倒に至ることはない。 

本試験は，動力源である圧縮空気の供給が停止した状態と同じ挙動であり，問題なく

金属キャスクが安全な状態に保持されていることを確認している。 

 

3.2 搬送時における地震動の影響 

移送時は搬送台車下部より圧縮空気を吹き出して浮上していること，また，搬送台車

を搬送するための駆動輪を有することにより免震効果がある。この効果は，加振台によ

る，搬送台車の浮上状態における地震時の挙動確認試験(1)において，加振台の水平加速

度 610Ｇal に対して，金属キャスク上部の水平加速度が 1/2 程度に低減されているこ

とにより確認している。 

また，加振台の水平加速度 610Ｇal 以上に対しては，駆動輪が加振台に設置した床上

を滑り始め，免震の効果がより大きくなるため，金属キャスク上部の水平加速度は 400

Ｇal 未満の推移で概ね飽和状態となり，加振台の水平加速度に対する金属キャスク上

部の水平加速度の比が小さくなることを確認している。（B-2）-④ 

以上に示すとおり，移送時には免震効果があることから，地震時に金属キャスクは転

倒には至らない。 

 

 3.3 着床時における地震動の影響 

着床時における基準地震動ＳＳ－Ｈの地震動での転倒評価をエネルギ時間累積評価

法によりエネルギの累積量の比較を行った結果，各地震動より求めた等価速度の最大値

は 1.97ｍ/ｓであり，転倒限界速度の 2.75ｍ/ｓより小さいため，（B-2）-⑤金属キャス

クは転倒に至らないことを確認している。 

 

3.4 金属キャスクの転倒防止について 

上記に示す緊急停止時の安定性確認試験，浮上時における地震時の挙動確認試験及

び着床時における転倒評価から，たて 3000mm，横 3000mm の貯蔵架台に金属キャスクを

固縛し，搬送台車の移送速度を 10ｍ/分に制限する設計とすることにより，搬送台車に

よる搬送中及び着床時において金属キャスクが転倒に至らないことがわかる。 


